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※東アジア
韓国、中国、台湾、香港、フィリピン、タイ、
マレーシア、シンガポール、ベトナム

※ 地方空港とは羽田、成田、関空、
中部を除いたもの

地方空港からの国際定期便に占める東アジアの割合の推移

地方と東アジアとのネットワークも広がりつつあるビジネスのグローバル化により、ビジネス需要も増加
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※ 人口100万人以上（中国は200万
人以上）の都市を赤丸で記載
（「世界の統計2006」総務省統計局より）

※ 赤線は、日本からの定期便就航
都市（平成18年4月現在）を結んだ
もの（経由便は、第１寄航地まで）
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東アジアでは、人・モノとも結びつきが深くなっており、東京・大阪だけでなく、地方との結びつきも深まっ
ている。

※ 便数は往復ベース

※ 平成1８年４月現在（貨物便は除く）
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※ 年間100万人以上の路線を持つ空港を掲載
（新潟は参考掲載）
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伊丹又は関西便利用者（羽田便を除く）
566万人（36.7％） →1,434万人（15.2％）

羽田-大阪（伊丹・関空）便
288万人（18.7％） → 832万人（8.8％）

羽田便利用者
522万人（33.8％） → 5,098万人（53.9％）

1,543万人

314路線

103路線

その他空港
167万人（10.8％） →2,085万人（22.1％）

羽田への集中

拡充

国内航空ネットワーク構造の変化（Ｓ45年度→Ｈ17年度）
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旅客数は約６倍、路線数は約３倍に

平成17年度年間旅客数100万人以上の路線（26路線）
※ 線の太さは、旅客数の多寡を示す

※ 円の大きさは、国内線旅客数の多寡を示す
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※ 航空輸送統計年報より航空局作成

羽田便利用者合計
810万人（52.5％） →5,930万人（62.7％）
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国内航空旅客流動については、羽田空港への一極集中が顕著。
一方、羽田空港以外では、地域の拠点となる空港を中心としたネットワークの拡充が見られる。

国内航空ネットワークの構造
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国内航空会社の機材更新計画により、機材の小型化が進展する見込み。

機材別運用実績
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【将来のＪＡＬ，ＡＮＡの機材計画】 １便当たり旅客数の対2005年減少率は、
2012年７％ 2017年９％

＋

将来の航空機材動向

出典：第５回航空分科会資料一部修正
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更なる航空交通量の増大

需要予測値

羽田再拡張等を踏まえ、2017年には我が国空港の発着回数は29％増加（対2005年値）する見込み

航空交通量の増加に伴い、首都圏空域を中心として更なる空域混雑が予想される

国内線、国際線（国際貨物含む）の年間発着回数の需要予測（暫定値）
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※羽田、成田の容量制約がある場合の需要予測の暫定結果。2022、2027年は参考値。
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1,114回／日
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発着枠
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※
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）

発着容量が
１．４倍に増加

再拡張事業により
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沖合展開事業による

新C滑走路
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※

沖合展開事業による

新B滑走路
供用開始

滑走路占有

時間の短縮 進入速度の

一定化

※ 遅延防止のため、直近の滑走路の整備による増便について、段階的に実施したことによる増枠。
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東京国際空港の発着回数の推移
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深夜早朝時間帯の国際旅客チャーター便について

羽田空港は既に２４時間運用中。深夜早朝時間帯においては、騒音問題等に配慮しつつ、需要に応じて国内定
期便、国際旅客チャーター便を就航（ただし、２００９年末までの再拡張事業の工事期間中は、運用制限を実
施）。

深夜早朝時間帯の国内貨物便の就航状況

○平成15年11月～ 羽田－新千歳 ＡＮＡ １便／日
B777-300型旅客機 約20トン／便

○平成16年 7月～ 羽田－佐賀 ＡＮＡ ２便／日
Ｂ767-300型旅客機 約10トン／便

〈平成18年2月より、１便／日 B767-300ER型貨物専用機
約45トン/便〉
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○平成18年 2月～ 羽田－関西 ＡＮＡ ４便／週
〈平成18年4月からは６便／週 B767-300ER型貨物専用機〉

○平成18年10月～ 羽田－新北九州 ＧＸＹ 各６便／週
A300B4-622R型貨物専用機 約47トン／便

○平成18年10月～ 羽田－那覇 ＧＸＹ 各６便／週

A300B4-622R型貨物専用機 約47トン／便

東京国際空港における深夜早朝時間帯の利用状況
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交通量増大に伴う空域の混雑

航空交通量の増大に伴って首都圏を始めとする空域混雑が激化している
管制処理能力を超える交通量が予測された場合に発出される交通流制御が多発している

混雑空域
（イメージ図）

空港にいる航空機に対し、出発待機を指示

飛行中の航空機に対し、前機との間隔を指示

迂回ルートを指示
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交通流制御の年平均実施回数
上位のセクター／空港（平成16，17年平均）

羽田、成田空域の管制取扱い延べ機数（IFR機)
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交通流制御の実施状況

管制処理能力を超える交通量が予想される場
合に交通流制御を実施し、最大かつ適正な交
通流を維持。

７

©Google
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国際交通流

本邦出発機

北米着の望ましい時間帯が同じため、
シンガポール等の航空機が先に出発。
経済高度を先に占有されてしまうため、

本邦出発機は非効率な運航となってしまう。

例えば、北米ルートでは例えば、北米ルートでは

外国出発機

ニューヨーク
シカゴ
ロサンゼルス
サンフランシスコ 等

香港
上海
シンガポール
マニラ
台北
バンコク 等

北太平洋ルートの現状

北太平洋では航空交通量が多く、既に現在、混雑時を中心に、希望と異なる高度や経路で飛行せざるを得
ない航空機が発生。

国際路線の回復や上空通過機の増加により、特定の航空
路・高度に航空機が集中しており、混雑時は約半数の航
空機しか希望通りの高度で飛行できていない。
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航空事故・重大インシデント等の発生状況

国内航空における航空事故発生件数は低減してきており、過去５年間で１割削減している。
滑走路誤侵入など大事故に至る恐れのある重大インシデントが増加している。

重大インシデントの発生状況重大インシデントの発生状況
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H17年 H18年
1.22  新千歳 誤出発* 4.  6  帯広 誤出発
4.22  小松 誤出発 5.21  神戸 誤進入・出発
4.29  羽田 誤着陸 7.26  大阪 誤進入

10.14  関西 誤進入 9.  9  新千歳 誤進入
11.14  長崎 誤進入 11.10  名古屋 誤進入

＊本事案以降、滑走路離着陸に係る
トラブルは、重大インシデントに指定。

滑走路誤侵入の発生状況

大型機
11%

小型機
30%

ヘリ
27%

その他
32%

航空事故の機材規模割合

（2001年～2006年）

航空事故の50％以上が小型機・ヘリによる有視界
飛行（VFR)機による事故

国内航空における航空事故発生件数
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2002年を基準
年として事故件
数を１割削減

「航空機の墜落、衝突又は火災」
「航空機による人の死傷又は物件の損壊」
「航空機内にある者の死亡（自然死等を除く）
又は行方不明」
「航行中の航空機の損傷」

航空事故とは 重大インシデントとは

「航空事故が発生するおそれがあると認められる
事態」であり、閉鎖中または他の航空機が使用
中の滑走路からの離着陸や滑走路からの逸脱
（航空機自らが地上走行できなくなった場合の
み）、異常接近など１４の事態をいう

©FAA
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○ 航空交通管理（ATM）センターの整備

○ 段階的な航空路・空域の再編
・ 航空路再編
・ 関東空域再編

○ 米軍、自衛隊の使用状況を勘案した
民間航空に必要な空域の確保

○ 次期管制システムの整備

○ 運輸多目的衛星（MTSAT)による
サービスの提供

○ SMS（安全管理システム）の導入

○ 飛行場管制支援機能の向上

○ 航空管制の危機管理の強化

○ 航空情報（AIS）センター
の設立

高い安全性の確保 定時性と経済性の向上← 航空管制の充実 →

事故・重大インシデントの予防、大規模自然災害発生時の
危機管理能力の向上並びに事前予防体制の強化を図る

利用者ニーズと、我が国の経済の発展、地方の活性化、諸外国との交流拡大等に伴う交通量の
増大に対応しつつ、新技術を活用して「航空交通の安全確保」と「定時性と経済性の向上」を図る。

航空管制の高度化

羽田の再拡張等による航空交通量の増大等に対応
するため、柔軟な空域運用・円滑な交通流を形成
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事後対応から事前予防対応へ

国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）の第１１付属書における標準化に基づき、航空保安業務に安全管理システム
（ＳＭＳ）を導入し、事前にリスクを予見し、対策・評価できる事前予防的な体制を構築する。

安全のPDCAサイクルを恒常化

↓
その後、再発防止策を検討・実施。

事故・インシデント
発生!!

安全管理システム（SMS）とは

安全に対する方針・目標を明確に
し、目標達成のための管理計画を
立案・実施し、その状況を監視し、
必要な措置を講じていくという系統
だった包括的な管理手法

DoCheck

Action Plan

事前予防的な安全対策（SMS）の実施

Ｈ２０年度より、安全管理システム（SMS）を４管制部、主要空港へ

導入し、その後、全空港に展開する。

実施対策の評価 安全対策の立案

安全対策の実施

リスクの評価・低減

リスクの評価
・リスクの発生確率 ・重大性

リスク低減の基本
・技術(Technology)
・教育・訓練(Training)
・規則・運用方式

(Regulation)

ハザード（危険因子）の特定

フィードバック
安全情報収集

※不具合事例報告を促進

する非懲罰的環境づくり

情報の共有化
A空港で発生したものはＢ空港でも発生する可能性

各航空官署

現状 次期５ヶ年（H20～24）計画

安全管理システム（SMS）の導入
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空港面の安全対策空港面の安全対策

羽田再拡張による交通量の増大等に対応するため、マルチラテレーションによる空港面監視能力の向上、滑走路占有監視
機能、離陸機・着陸機の交差するハザードエリア監視機能等を付加し、飛行場管制の安全性、効率性の向上を図る。

【滑走路占有監視支援機能】

着陸機が接近中に出発機または横
断機が滑走路に入った場合

３
４ Ｒ

DEP1001
B763 SNE7

34R 注意喚起表示

Ａ
ARV2233
003 B74D1.0

滑走路Ｃ（３０００ｍ×６０ｍ） 3
4 Ｒ

1
6Ｌ

3
4 Ｌ

1
6Ｒ

04

22
R

L

22
L

04
R

滑走路Ｃ（３０００ｍ×６０ｍ） 3
4 Ｒ3
4 Ｒ

1
6Ｌ 1
6Ｌ

3
4 Ｌ3
4 Ｌ

1
6Ｒ 1
6Ｒ

04

22
R

22
R

L

22
L

22
L

04
R

04
R 南風

①

着陸

離陸

離陸

ハザードエリア

例）羽田再拡張における南風時の着陸
機と離陸機の交差やブラストの影響例

DEP1001
B763 SNE7  
16L 01

DEP1002
B744 MRSH7  
16L 02

DEP1003
A320 SNE7  
16L

Ａ

ARV3001
013 B74D

ハザードエリア
関係機に
注意喚起

【ハザードエリア監視支援機能】

ハザードエリア等考慮して出発機推奨離
陸時刻を表示し、航空機が近接する場合
に管制官に注意喚起

【現行の空港面探知レーダー】

空港面探知
レーダー

現状ではターミナルの陰などレーダーの届か
ないエリアや降雨により性能が劣化するなど
の課題あり。また、出発機の識別タグ付けを管
制官が手動で行う必要あり。

受信局Ｃ 受信局Ｄ

航空機からのモードＳ信号を各受信局で受信
し、その時間差から航空機の位置を特定。ま
た、航空機の自動タグ付けを可能とし、降雨の
影響も受けない。

現羽田

【マルチラテレーションによる
監視能力向上】

着陸

受信局Ｂ
受信局Ａ モードＳ

信号

12
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システム開発評価・危機管理センター（ＳＤＥＣＣ）
（大阪府池田市）

【備考】 ＲＤＰ（航空路レーダー情報処理システム）
ＯＤＰ（洋上管制データ表示システム）
ＦＤＭＳ（飛行情報管理システム）

評価用ＲＤＰ

評価用ＯＤＰ

評価用ＦＤＭＳ ＳＤＥＣＣの危機管理
卓を使用して、東京航
空交通管制部から移
駐した管制官等が同
管制部管轄空域の管
制業務等を実施する。

東京航空交通管制部（埼玉県所沢市）

東京航空交通管制部等が大規模自然災害等で被災した場合、システム開発評価・危機管理センターの評価
システム、危機管理卓等を用いて管制業務を継続。

被災

【今後の課題】
航空交通管理センターの他業務および他管制部の管制業務等 に

おける危機管理機能の拡充・強化

航空交通管理センター（福岡県福岡市）

洋上管制業務を継続

航空路管制業務を継続

航空管制の危機管理航空管制の危機管理

13
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世界的規模での新ＣＮＳ／ＡＴＭへの移行

品質保証された世界共通
のデジタル環境に対応し
た電子化情報が必要

いつでもどこでも利用で
きる環境整備が必要

○品質管理システム導入（ＩＳＯ９００１）

○航空情報の一元管理

○各国共通仕様によるデータ交換（Ｈ２０）

***  ESTIM ATED TRAFFIC GRPH (SECTOR)  * **

AREA : T27 0 3:51

TIME : 0350-0640

03 0 4 04 04 0 4 04 04 0 5 05 0 5 05 05 0 5 06 06 0 6 06 06 HH50 0 0 10 20 3 0 40 50 0 0 10 2 0 30 40 5 0 00 10 2 0 30 40 MM

■ SC HD U 0 0 0 0 0 0 o 1 1 1 2 2 2 3 3 6 7 7

■ PL AN 0 1 1 3 5 10 13 1 5 17 2 0 18 19 1 8 17 16 1 5 16 17

■ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

■ 28 2 8 28 27 2 7 26 24 2 2 21 1 9 19 17 1 4 12 10 8 7 7

T OTA L 28 2 9 29 30 3 2 36 37 3 8 39 4 0 39 38 3 4 32 29 2 9 30 31

C APA 37 3 7 37 37 3 7 37 37 3 7 37 3 7 37 37 3 7 37 37 3 7 37 37

0

10

20

30

40

50

***  ESTIMATED TRAFFIC GRPH (SECTOR)  ***

AREA : T27 0 3:51

TIME : 0350-0640

03 0 4 04 04 0 4 04 04 0 5 05 0 5 05 05 0 5 06 06 0 6 06 06 HH50 0 0 10 20 3 0 40 50 0 0 10 2 0 30 40 5 0 00 10 2 0 30 40 MM

■ SC HD U 0 0 0 0 0 0 o 1 1 1 2 2 2 3 3 6 7 7

■ PL AN 0 1 1 3 5 10 13 1 5 17 2 0 18 19 1 8 17 16 1 5 16 17

■ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

■ 28 2 8 28 27 2 7 26 24 2 2 21 1 9 19 17 1 4 12 10 8 7 7

T OTA L 28 2 9 29 30 3 2 36 37 3 8 39 4 0 39 38 3 4 32 29 2 9 30 31

C APA 37 3 7 37 37 3 7 37 37 3 7 37 3 7 37 37 3 7 37 37 3 7 37 37

0

10

20

30

40

50

NORTH AREA
EAST  AREA
WEST  AREA
SOUTH AREA

VLA DIV OST OK FIR

PY ONG YAN G F IR

TA RGU  FI R

TA IPE I F IR

N 07

N06

N 02

N 01
N 02

N 01

F0 5

F 03

F0 6
F0 7

F01

F0 2

F08

T16

T3 1 T3 2

T 19

T 11

T 09
T 10T 24T 22

T 21
T 26

T 27

S2 1

T 01

S01

T03
T04

T 02

S0 2

S03

S 04

T05

T 29

T 20

T 08

N05

T1 2

T1 7
T 18

○航空情報のデータベース化（Ｈ２０）

CNS/ATM（AIS) DB

ATMC/ACC 空港エアライン 外国当局

インターネット

RNAVルート 滑走路データ 進入出発ルート
スポットデータ ・・・・・・・

航空機へのアップリンク

障害物情報etc.(H23)

提供する情報の種類・形式等は段階的に実施

増加し続ける航空情報へ
の対応が必要

紙ベースから電子データへ
平成１７年１０月に航空情報センター準備室を設け
AISセンター発足のための準備作業を実施中

航空情報（ＡＩＳ）センターの設立航空情報（ＡＩＳ）センターの設立

航空情報センター（平成１９年４月組織設置・７月業務開始予定）
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F02
F03

N01

S03

F11

S04

T01

T03 T04

T09

T10

T12

T17

T22 T26

T27

F07
F08

F16
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T21
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F17

N07

T24

S02
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T23
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200％～

80～125％
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200％～

F06

F02
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N01

S03
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S04
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N07
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80～125％
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F06
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S31

F02
F03

N01

S03

F11

S04

T01

T03 T04

T09

T10

T12

T17

T22 T26

T27

F07
F08

F16

T02

80～125％

125～200％

200％～

80～125％

125～200％
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125～200％
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T21

F16

T02

将来の航空交通量の増大による空域の混雑予測将来の航空交通量の増大による空域の混雑予測

セクター負荷率（２００６年実績）

2006年8月3日

（繁忙時期、天候良）
00UTC～11UTC

の最大値を基準に設定

交通需要が１．２５倍となった場合（2017年頃）

交通需要が１．５倍となった場合交通需要が２．０倍となった場合

注：交通量が増加した場合、
単純に現行の空域、経路を
通過すると仮定して算出
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羽田空港Ｄ滑走路供用後は、
年間発着回数が２９．６万回
から４０．７万回（１．４倍）に
増加。

増加する関東空域の交通量を円滑に処理するため、
ＲＮＡＶ経路を活用した空域の形状変更をはじめ、
羽田、成田空域及びその周辺空域の再編を計画。

成田空港Ｂ滑走路延伸後は、
年間発着回数が２０万回から
２２万回（１．１倍）に増加。

航空路の再編 関東空域の再編

・VOR経路とRNAV経路の併設による

交通集中の顕在化

●交通量が増加するにつれ・・・

VOR/DME経路

ＲＮＡＶ経路

凡例

日本の主な航空路

― ： 航空路

日本の主な航空路

― ： 航空路

・RNAV経路 ： ５８本

・VOR経路 ： 約５００本

⇒ 管制業務が複雑化

増加する航空路の交通量を円滑に処理するため、
ＲＮＡＶ経路を全国展開（Ｈ２４年度までに約１５０本）して
いくとともに、併存するVORルートと運用的に分離して

管制運用する全国的な航空路再編を計画。

航空路・空域の再編航空路・空域の再編

現行空域イメージ図

横田空域

羽田空域

成田空域

百里空域

空域再編後イメージ図

横田空域

統合ターミナル

羽田席

百里空域

成田席

到着機用中間空域

到着機用中間空域

到着機用中間空域

出発機用中間空域

VOR/DME

VOR/DME

併

設
58本
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在日米軍再編協議最終取りまとめ（平成１８年５月、横田空域関連抜粋）
(1) 横田空域における民間航空機の運航の円滑化を図るため、米軍が進入管制を行う横田空域の削減を実施する。２

００６年（平成１８年）１０月削減空域特定、２００８年９月削減実施の予定。
(2) 横田空域削減までの暫定的な措置として、米軍が使用していない場合に一時的に民航機に空域を使用させる。２０

０６年度中に手続きを決定予定。
(3) 横田空域の全面返還に関する条件を検討する。２００９年度検討完了の予定。その際、嘉手納返還のプロセスと、

日本人管制官の横田空域への併置による経験を参考とする。

進捗状況
(1) １０月２７日の民間航空分科委員会において、横田空域削減案に日米合意。
(2) 横田空域削減までの暫定的な措置として、米軍が使用していない場合に民航機に空域を使用させる運用を ９月

２８日から実施。

１８，０００フィート１８，０００フィート

２３，０００フィート２３，０００フィート

２０，０００フィート２０，０００フィート

１３，０００フィート１３，０００フィート

現行中国・北部九州方面
（190便／日）

横田空域の東端
通過高度13,000フィート

関西方面
（50便／日）

横須賀周辺で高度
10,000フィートの水平
飛行が必要

南部九州・沖縄方面
（70便／日）

横田空域の東端
通過高度15,000
フィート

到着経路
出発機の上昇する
エリアを避けて進入

厚木

入間

横田

立川

１２，０００フィート１２，０００フィート

１６，０００フィート１６，０００フィート
１８，０００フィート１８，０００フィート

２３，０００フィート２３，０００フィート

２０，０００フィート２０，０００フィート

１３，０００フィート１３，０００フィート

現行中国・北部九州方面
（190便／日）

横田空域の東端
通過高度13,000フィート

関西方面
（50便／日）

横須賀周辺で高度
10,000フィートの水平
飛行が必要

南部九州・沖縄方面
（70便／日）

横田空域の東端
通過高度15,000
フィート

到着経路
出発機の上昇する
エリアを避けて進入

厚木

入間

横田

立川

１２，０００フィート１２，０００フィート

１６，０００フィート１６，０００フィート

中国・北部九州方面
（270便／日）

経路の複線化

横田空域の東端通過高度を
13,000フィートから9,000フィート

に変更関西方面
（70便／日）

継続的上昇により

効率的な運航となる
ルート

南部九州・沖縄方面
（100便／日）

横田空域の東端
通過高度を15,000
フィートから9,000
フィートに変更

到着経路
出発機の効率的運航により

経路短縮効果が期待

削減後
（羽田再拡張後）

１８，０００フィート１８，０００フィート

厚木

入間

横田

立川

１２，０００フィート１２，０００フィート
１４，０００フィート１４，０００フィート

１６，０００フィート１６，０００フィート

８，０００フィート８，０００フィート

中国・北部九州方面
（270便／日）

経路の複線化

横田空域の東端通過高度を
13,000フィートから9,000フィート

に変更関西方面
（70便／日）

継続的上昇により

効率的な運航となる
ルート

南部九州・沖縄方面
（100便／日）

横田空域の東端
通過高度を15,000
フィートから9,000
フィートに変更

到着経路
出発機の効率的運航により

経路短縮効果が期待

削減後
（羽田再拡張後）

１８，０００フィート１８，０００フィート

厚木

入間

横田

立川

１２，０００フィート１２，０００フィート
１４，０００フィート１４，０００フィート

１６，０００フィート１６，０００フィート

８，０００フィート８，０００フィート

横田空域の返還横田空域の返還
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14,000
フィート

8,000
フィート

23,000フィート

18,000フィート

12,000フィート

13,000フィート

20,000フィート

現行空域 削減後空域

16,000フィート

23,000フィート

18,000フィート

16,000
フィート

12,000フィー

ト
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次期管制システム導入による管制処理能力の向上

システム間を連携し、最適なヒューマンマシン・イン
ターフェースの提供、多様な管制支援機能の提供に
より、航空管制官のワークロードを軽減し、管制処理
能力を向上。

羽田再拡張等の空港整備による航空交通量の増大等に対応した管制処理能力の向上等を図るため、管制
官を支援する次期管制システムの整備を推進。

【現行管制システム】

到着順位等は管制官の
経験と技術により設定

運航票（紙）の配置、並び替え、指示事項
の記録は管制官が手作業で実施

次期管制卓システム

【主な機能 】レーダー情報の処理

次期レーダー情報処理システム
【主な機能 】レーダー情報の処理

運航票の配布作業及び記入作業の自動化
到着順位アドバイス、レーダー誘導コース
アドバイスの提供により、管制官を支援

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｃ

ＡＡ

ＢＢ

ＡＡ

Ｃ

【主な機能】 飛行計画情報
レーダー情報の表示、
対空通信

運航票の電子表示化
管制支援機能の例

羽田空港羽田空港

東京ターミナル空域

大
島

新
島

三宅島

浜松

ＪＡＬ１
１６０
Ｇ４５ ０１

ＡＮＡ００２
２１０
Ｇ４４ ０２

ＡＮＡ００３
２７０
Ｇ４２ ０３

ＪＡＬ０２３
２９０↓３１８
Ｇ４２ ０４

ＪＡＬ０３４
３３０
Ｇ４８ ０５

到着順位アドバイス

レーダー誘導コースアドバイス

羽田空港
ＪＡＬ１
１６０

Ｇ４５

０１

ＡＮＡ００２
２１０
Ｇ４４

ＡＮＡ００３
２７０
Ｇ４２

ＪＡＬ０２３
２９０↓３１８
Ｇ４２ ０４

ＪＡＬ０３４
３３０
Ｇ４８

０５

レーダー誘導コース
アドバイス

到着順位
アドバイス

新飛行情報管理システム
【主な機能】飛行計画情報等の処理

KCC RJTT KCC V28 
IWC TTE RJFF

S 446
03
10

350JAL1011
0859
B74B/H
0463

390

390

15 16

KCC RJTT KCC V28 
IWC TTE RJFF

S 446
03
10

350JAL1011
0859
B74B/H
0463

390

390

15 16

通過順に自動的
に並び替え

０２

０３

次期管制システムの整備次期管制システムの整備
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（ＭＴＳＡＴ覆域図）

平成１７年２月 新１号機を打ち上げ

平成１８年２月 新２号機を打ち上げ

平成１８年７月

新１号機による衛星通信サービス開始

平成１９年３月（予定）

新２号機による衛星通信サービス開始
ＭＳＡＳサービス開始

①通信機能：衛星データリンクによる管制官
とパイロットの直接通信

②航法機能：衛星による全地球的航法

③監視機能：自動的に航空機から伝送される
位置情報により監視

°

°

°

°160°160°°

M TSA T覆 域 図

°

°

°

°160°160°°

M TSA T覆 域 図

°

°

°

°160°160°°

M TSA T覆 域 図

【衛星導入前】 【衛星導入後】

ＨＦ通信（音声）

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳ

１．航空機の安全運航の確保を最優先としつつ、洋上空域における管制間隔の短縮を実現

２．地上の無線施設を利用した航法から、ＧＰＳ等の衛星を利用した航法への移行

洋上管制間隔

縦間隔

横間隔

導入前 導入後（１機体制）

１２０海里

５０海里

５０海里

５０海里

短縮

導入後（２機体制以降順次）

３０海里

３０海里

短縮

短縮

【衛星導入前】 【衛星導入後】

VOR/DME

方位・距離情報

方位・距離情報

慣性航法

VOR/DME
VOR/DME

 

方位・距離情報

衛星を活用した通信、航法、監視機能の強化により、航空機の安全性の確保、洋
上空域の容量増大、離島等の就航率向上を図る。

運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ）によるサービスの提供運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ）によるサービスの提供

MTSAT

GPS

地上施設に依存しない自由な
経路設定による経路短縮効果

GPS
全空港にＶＯＲ／
ＤＭＥ同等以上の
就航率向上効果

従来型経路

ＭＳＡＳ経路RNAV(GNSS)経路
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国内高々度 洋上空域

CPDLC の運用

隣接国との調和

混雑空域

ＡＴＭ

航空会社運航者

海外 ATC

国際CDM

ATC 管制官の監視の下、
ASASを利用した

間隔維持の責任分担

空港 CDM
地上管制支援機能

ターミナル

RNP/RNAV 経路ネットワーク 、
ゲート・ツー・ゲートの4D管理システム

非混雑空域 (VFR)

運航者との
CDM

スケジュール調整

CPDLC, ASAS, Conflict 探査ツール

機上装備の違いに応じた運航
方式の提供“Well Equipped, 
Well served”

定時運航の促進“On time 
come, First served”

ターミナル

4D 管理

ADS/CPDLC, ASAS

ADS-B, FIS-B, TIS-B

ランダムRNAV

２０２５年頃のＡＴＭのイメージ２０２５年頃のＡＴＭのイメージ
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管制官による監視の下の
ADS-B監視

SBAS/GBAS

衛星通信、衛星航法

AMSS複数 GNSS

ＳＢＡＳ

ＧＢＡＳ

地上施設の縮退
SBAS CAT-1

モードSレーダと
ADS-Bによる二重化

地上インフラ
コストの縮減

地上インフラ
コストの縮減

SBAS、高速通信 (CPDLC/ Voice）, ADS-B
RNAV/RNP 運航 , 4D管理システム

高速CPDLC を活用した定型的な通信
ADS-Bによる空対空監視

ADS/CPDLC

ADS-B

動的データ

国内高々度 洋上空域

混雑空域

ターミナル

非混雑空域 (VFR)

２０２５年頃のＣＮＳのイメージ２０２５年頃のＣＮＳのイメージ
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